
１　子どもたちに輝く未来をつなぐ
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●４年後の目指す姿・計画期間の方向性●
主要課題の戦略シートで設定している「4年後の目指す姿」と「計画期間の方向性」を転

記しています。

４年後の
目指す姿

　児童館・育成室・都型学童クラブ・放課後全児童向け事業のそれぞれの特性に基づき、
児童・保護者がニーズにあわせたサービスを選択し、全ての児童の放課後の安全な居場所
が確保されている。

計画期間
の方向性

〇学童保育の拡充及び質の向上

　育成室の待機児童数の増加等を踏まえて策定した「育成室待機児童解消加速化プラン」のもと、必
要性の高い地域を中心とした育成室の整備拡充により、待機児童の解消及び定員の適正化を図るとと
もに、学童保育の質の向上のための取組を実施します。あわせて、育成室では対応できない延長保育
等のニーズに対応するため、都型学童クラブを積極的に誘致します。

〇子どもたちの放課後の居場所の確保

　放課後全児童向け事業の利用者の増加に対応するため、環境整備の更なる充実を図り、利用者の
ニーズに対応していきます。また、児童館については、専任指導員のもと運動遊びや伝承遊び等を通
して、健康で豊かな成長を支援していきます。加えて、多様な居場所として求められる機能の拡充を
図っていきます。

令和７年度進行管理　戦略点検シート
◎基本政策

主要課題 No. 4 就学児童の多様な放課後の居場所づくり

事業名称 所管課 事業の持つ役割 事業費(千円)

事業費（令和６年度）　上段：実績　下段：当初予算

1　どのような事業で何をしたか（実績）
戦略シートの課題の解決手段として紐づけた計画事業について、「何をしたか」「何がどう

なったか」を記しています。

1,939 2,104 2,128 2,212

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023)

放課後児童健全育成事業 児童青少年課
就学児童の放課後の居場所を整備・拡充し、
子どもの健全な育成を図る。

1,009,225千円

(1,068,356千円)

R8(2026) R9(2027)

育成室の在籍児童数(４月１日現在） 人

有 主要課題に影響を及ぼす変化等があった（今後、変化等の可能性がある）

●特記事項（実績の補足）

２　社会ではどのような動きがあったか

　　（社会環境等の変化）

人口の増減や、国や都の動きなど、主要課題の背景に関して「何があったか」「今後予想さ

れる」等の社会の変化を捉えています。

23

都型学童クラブの整備数 室 14 16 17

チェック チェック項目

無 主要課題に関連する法改正があった（今後、法改正がある）

R6(2024) R7(2025)

放課後全児童向け事業実施校の実施時間の拡大 校 19 19 19

　本区の年少人口は近年増加傾向にあり、今後も増加が続くことが見込まれています。また、保護者の働き方の
多様化等により、子どもの放課後の居場所に関するニーズも一層高まっています。



【ＳＤＧｓの視点】

〇子どもたちの放課後の居場所の確保

　放課後全児童向け事業については、６年度に７校で実施時間を18時30分まで延長し、７年４月から新たに４校
で時間を延長しました。そのほか事業者等と協議を重ね、10校で１年生の４月利用を開始し、児童が安全に過ご
せる居場所の充実を図りました。本事業の実施に当たっては、学級数の増加により活動場所が縮小しており、安
定した運営のため、活動場所の確保が必要です。
　また、ランドセル来館事業については、育成室待機児童対策の一環として、５年度に８館の児童館で実施し、
７年度からは１３館で実施しています。

●育成室在籍児童数と待機児童数及び都型学童クラブ登録者数（各年４月１日現在） ●放課後全児童向け事業等及び児童館延べ利用者数の推移（各年度末現在）

　令和５年８月に策定した「育成室待機児童解消加速化プラン」に基づき、７年４月に新たな育成室
を３室、都型学童クラブを１施設開設するなど、安全かつ多様な放課後の居場所を提供しました。

３　成果や課題は何か（点検・分析）
1と２に基づき、計画期間の方向性ごとに「課題解決にどのような成果があったか」「成果が

出ない要因は何か」「新たな課題が生じてないか」などを点検・分析します。

〇学童保育の拡充及び質の向上

　令和５年８月に策定した「育成室待機児童解消加速化プラン」に基づき、民間賃貸物件等を活用した施設整備
を積極的に進め、７年４月に新たな育成室を３室、都型学童クラブを１施設開設することができました。
　しかしながら、待機児童は７年４月１日時点で74人となり、特に施設整備ができなかった地域において待機児
童が多く発生する結果となったことから、引き続き、必要性の高い地域における施設整備を進め、待機児童の解
消を図っていく必要があります。
　また、育成室における保育等の質の向上が求められており、各地区でのマネジメント強化や育成室への巡回に
よる相談・支援体制の一層の充実が必要です。
　また、公設民営育成室の増加に伴い、これらの育成室の職員への相談・支援を行う巡回指導職員を７年４月に
増員し体制を強化しました。今後も新たな施設整備と合わせ、引き続き公設民営育成室の保育の質の向上を図っ
ていく必要があります。

　育成室待機児童解消加速化プランに基づき、保育需要の多い地域を中心に、育成室が実施可能な賃貸物件等を
整備し、育成室の待機児童解消を図っていきます。また、エリアマネージャー制度を適正に運用し、管轄する地
区の児童館・育成室を定期的に巡回することにより、若手職員の指導育成や地区内で発生した課題解決に取り組
むなど、児童館・育成室の質の向上等を図っていきます。併せて、放課後全児童向け事業では、引き続き学校や
事業者等と協議を進め、実施時間の拡充と１年生の４月利用を実施する施設を広げていきます。

４　今後どのように進めていくか（展開）
３を踏まえ、「何の対応が必要か」「何をどのようにしていくか」など、今後の戦略としての進め

方を記しています。

　安全かつ多様な放課後の居場所を充実させることにより、保護者のニーズに合わせた様々な選択肢
を提供するため、ランドセル来館事業を実施しました。

　放課後全児童向け事業において、学校や民間事業者等と連携し、18時30分までの時間延長と１年生
の４月利用を実施する施設を増やし、児童が安全に過ごせる居場所の充実を図りました。
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